


































 第 1 章では，序論として本研究を行うに至った背景，従来の研究概要，本研究の目的並び
に各章の概要を記述する． 
 






















































 第 4 章では，「発展研究 2」として，シニア世代が中核となって活躍する「第二ビジネス世
界」の事業基盤を支える「ネットワーク型組織知」構成法の提案を行っている．また，「ネ
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多階層型インターフェイス」でサービスを提供するNGN (Next Generation Network)，NWGN 
(New Generation Network)，LTE (Long Term Evolution)，ユビキタスセンサーネットワーク，SaaS 
(Software as a Service)，及びクラウドコンピューティング時代を迎えている．このネットワー
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ミュニケーションとコンピュータの進化によりNGN (Next Generation Network)，NWGN (New 
Generation Network)，LTE (Long Term Evolution)，ユビキタスセンサーネットワーク，SaaS 























化・システム統合化，IT (Information Technology) インフラストラクチャー共通基盤化，IaaS 























































ラウドコンピューティング時代へ大きく変遷する時期（2007 年から 2010 年）を捉えて，筆
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本章では，次の 3 項目について記述し，以後の「発展研究 1，2，3」と「情報通信分野へ
の応用研究」に結びつける． 























（第 3 章） 
第 3 章では，「発展研究1」として，個人知，組織知，及び社会知の連結・統合と共有・分
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（第 4 章）  







































（第 5 章）  
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（第 6 章）  































































 最後に第 7 章において本論文で得られた成果の総括を行う． 
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を「知識創造型グローバル企業」として成長・発展させるため，SECI (Socialization 




織も同一のグループ企業内で二度の事業組織移管を伴うものとなった．一回目の 1999 年 10
月の事業組織移管はグループ企業の国際事業再編時期を捉えたものであった．二回目の 2005










































































(Intelligent Multimedia Access-NETwork) 構想」を掲げて，インターネット本格普及期における
「新旧のトラヒック等が円滑に交流するための仕組みをグローバル市場向けのコミュニケ
ーションシステム商品」として提供することとした[7]． 




図 2.1 情報通信事業者ネットワークと企業システムの特徴 
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第 5 章で，改めて記述する． 



































図 2.7 に，「個人知」と「組織知」の知識「連結・統合」構成法の概念を示す． 
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図 2.8 に，「組織知」と「組織知」の知識「連結・統合」構成法を示す． 
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く，③「場」を通じて相互の知識が共有されることが知識創造の起点である．暗黙知と形式
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図 3.1 三つのビジネス空間と知識創造事業  
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3.2 知識創造活動支援型ネットワークの概念  
 
3.2.1 情報通信ネットワークとユーザシステムの関係  
 
 情報通信ネットワークとユーザシステムは，NGN (Next Generation Network)，NWGN (New 
Generation Network)，LTE (Long Term Evolution)，ユビキタスセンサーネットワーク，SaaS 
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なる．この「結節点と知流塊」を持つこれからのネットワークを「知識創造活動支援型ネッ
トワーク」と呼ぶ． 
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ィジタル工場，PDM (Product Data Management) リンク」等であり，知流塊は「マスターBOM 
(Bill of Material)としての設計BOM と製品定義情報，目的別BOM としての調達BOM・生産
BOM・受注BOM・販売BOM・保守BOM[19]」等である．③SOA (Service Oriented Architecture)・








オフィス，ユビキタスセンサー情報集約センター，OSGi (Open Services Gateway Initiative) セ
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3.3 ディジタルビジネス型地域社会ネットワークシステムの提案  
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図 3.8 に，三つのディジタルビジネスプロセスを示す． 
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図 3.8 三つのディジタルビジネスプロセス 
 
 







 なお，他の新しい品質尺度とともに，第 6.5 節 知の連結・統合を支援する「新しいネット
ワーク品質尺度」の提案，においてまとめて記述する．ディジタルビジネス品質尺度につい
ては，第 6.5.1 項「ネットワーク型社会知」に関する品質尺度，として記述する． 
 
3.3.5 個人活動，企業活動，及び地域社会活動への効果  
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図 3.10 仮想的に垂直統合・水平統合型企業経営 
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クな交流に結び付けていける．これについては第 6 章で記述する． 
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4.2 知識創造活動支援型ネットワークの活用  
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図 4.1 知識創造活動支援型ネットワークと「二つの新結節点」 
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図 4.2 ディジタルビジネス型地域社会ネットワークシステムとその拡張部（その①，その②） 
 
 
4.4 ネットワーク型組織知  
 






















4.4.2 ネットワーク型組織知共有個人事業ビジネスモデル  
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ジネス取引」に関して，「知識の創造・共有」と「人材流動・人材結合」を促進させる視点
からの特徴を持つ． 





























































































  79    
 










「仮想企業 IT システム層」では，ネットワーク面及び企業 IT システム面の技術革新に対し，
柔軟性とオープン性を持って対応できる「SaaS，クラウドコンピューティング，BPM，及び
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図 4.4 ネットワーク型組織知の構成法（その①，その②，その③）  
 
 








 なお，他の新しい品質尺度とともに，第 6.5 節 知の連結・統合を支援する「新しいネット
ワーク品質尺度」の提案，においてまとめて記述する．ディジタルビジネス品質尺度につい
ては，第 6.5.2 項「ネットワーク型組織知」に関する品質尺度，として記述する． 
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4.5 「ネットワーク型組織知」のイノベーション効果  
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層の連結・分離・新設・統合）」の相互作用を加速する役割を果たす可能性を持つ． 
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4.5.3 三層構造のオープンイノベーション基盤を活用した「新産業分野創造」  
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5.2 組織的知識創造活動を支える「三層構造オープンイノベーション基盤」  
 
5.2.1 ネットワーク層「知識創造活動支援型ネットワーク」  
 
 これからのネットワーク・システム・サービスはNGN (Next Generation Network)，NWGN 
(New Generation Network)，LTE (Long Term Evolution)，ユビキタスセンサーネットワーク，SaaS 
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ネス型地域社会ネットワークシステムの考察」[23]，⑦に対しては「A Study on Network-based 
Global Digital Business Community based on Social Knowledge」[31]，⑧及び⑨に対しては「ネッ
トワーク型組織知の考察」[32]，及び 「A Study on a Three-Layered-Structure Open Innovation 
Foundation Accelerating the Interaction of Innovation」[33]の検討に基づき，第 3 章及び第 4 章で
それぞれ記述した ．なお，⑦に対しては，第5.2.2 節 社会システム層「ディジタルビジネ
ス型地域社会ネットワークシステム」において記述したが，第 6章において詳述する．「個
人知」構成法は全体に関係する基本技術である． 
図 5.3 に，「個人知，組織知，及び社会知の連結・統合パターン」を示す． 
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表 5.1（その②）に，働き盛りの段階（23 歳～64 歳）における「ネットワーク型組織知」
と「ネットワーク型社会知」の主要効果を示す．  
 




































5.5 「進化するネットワーク型個人知」構成法  
 
5.5.1  「個人知」の空間軸に対応する「知」の連結・統合  
 








動を繰り返し，また特定の企業 b1 から企業 b2，企業 b3，・・・等へ移動を繰り返し成長・
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図 5.5 相互作用により成長・発展する「個人知」と「組織知」の関係  
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Oriented Architecture)，ビジネスプロセスマネジメントにおけるBRM (Business Rule 
Management) の概念を応用した「知の構造化」である． 
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図 5.7 「個人知」基本構成と「e-ᇞᇞ知識創造モデル（e-ビジネス，e-技術，e-文学，e-芸術）」  
 
 






























図 5.8 「進化するネットワーク型個人知」構成法  
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5.5.5 「進化するネットワーク型個人知」構成法の効果  
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ビスを提供するNGN (Next Generation Network)，NWGN (New Generation Network)，LTE (Long 























































知」に関する品質尺度を提案する．第 6.6 節では，本章のまとめを行う． 
 
 
図 6.1 情報通信産業界が主導する「ネットワーク型産業知」構成法の検討枠組み  
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トワークシステム」として，前章の第 5.2.1 節 ネットワーク層「知識創造活動支援型ネット
ワーク」，第5.2.2 節 社会システム層「ディジタルビジネス型地域社会ネットワークシステム」，
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6.3 知の連結・統合の「ネットワーク基本モデル」  
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ネス型地域社会ネットワークシステムの考察[23]，⑦に対しては「A Study on “Network-based 
Global Digital Business Community based on Social Knowledge”」[31]，⑧及び⑨に対しては「ネ
ットワーク型組織知の考察」[32]，及び「A Study on a “Three-Layered-Structure Open Innovation 
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構成要素となる②，④，⑥＆⑧，及び⑦に関する連結・統合の「基本パターン」について，
知の連結・統合の「ネットワーク基本モデル」の有効性について例示する． 
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6.3.3  基本的な連結・統合パターンに対し 
知の連結・統合の「ネットワーク基本モデル」 の有効性の例示 
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図 6.5 連結・統合により相互に成長・発展する「個人知」と「組織知」 
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続することが可能となる．もっと，あからさまな表現をすれば，将来 b1 社と b2 社のビジネ
ス連携関係が解消しても，既に成長・発展した組織知B1，B2 は互いの企業の組織知として
取り込まれ，其々の当該企業組織の固有の特徴ある組織知を構成する役割を担っている． 
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 複数の個人システム ai，複数の企業システム bj，及び社会システム c の連結・統合には，
「知の連結・統合のネットワーク基本モデル」を適用する．即ち，「価値あるモノ xi」＝「個
人知 ai」，「価値あるモノ yj」＝「企業組織知bj」，「価値あるモノ z」＝「ネットワーク型社
会知 c」と置き換える．社会システムたる「ディジタルビジネス型地域社会ネットワークシ
ステム」の「場」において，複数「個人知 ai」，複数「企業組織知 bj」，及び「ネットワーク
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することである． 




図 6.8 「ネットワーク型社会知」と「ネットワーク型社会知」の連結・統合  
 
個人知，組織知，及び社会知の知識「連結・統合」構成法と情報通信分野への応用研究 
  131    
 
6.4 情報通信産業界が主導する「ネットワーク型産業知」構成法  
 









ジショニングにおいて「Only One 技術またはNo.1 技術」を目指して技術開発する必要性が




















































 図 6.9 に，情報通信産業界の「階層的産業構造」を示す． 
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図 6.9 情報通信産業界の「階層的産業構造」 
 
 








ユーザ産業界の IT 化段階と競争内容の変化を「三段階」に区分して示す． 
 










 第二段階は，「既存の産業構造の垣根を越えた産業 IT 化段階」である．個別産業単位毎で
の IT 化の段階を見直し，全産業共通の業務分野ソリューションの標準化・共通化を図るとと
もに，個別産業を構成する各種の業務領域の中で非競争領域部分のアウトソーシング化を進

























 以後は，第三段階の「産業の連結・統合を主対象とする産業 IT 化段階」に焦点を絞って議
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 「産業分野 ei」と「産業分野 ej」間を知識「連結・統合」する際に考慮すべきことは，「産







































図 6.10 に，「産業知」と「産業知」の連結・統合を示す． 
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図 6.10「産業知」と「産業知」 の連結・統合 
 
 












 そこで，組織知 b1＝情報通信産業界企業組織知 b1，企業組織 b2＝ユーザ企業組織知 b2 に
対応させて「知の連結・統合のネットワーク基本モデル」を適用する．これにより，情報通
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人システム ai、複数企業システムbj，及び社会システム c の「知の連結・統合のネットワー
ク基本モデル」の適用では，「価値あるモノ xi」＝「個人知 ai」，「価値あるモノyj」＝「企業




















 ④「産業知」と「産業知」の連結・統合において，「産業分野 ei」と「産業分野 ej」の「知
の連結・統合のネットワーク基本モデル」の適用では，「価値あるモノ xi」＝「産業知 ei」，



























図 6.11 に，情報通信産業界が主導する「新産業分野創造」を示す． 
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図 6.11 情報通信産業界が主導する「新産業分野創造」  
 
 
6.5 知の連結・統合を支援する「新しいネットワーク品質尺度」の提案  
 









































なお，「Decision と Action の適切率」として，「Decision と Action の適切率」=「実世界と
ディジタル世界の連携した Decision と Action が適切に実行される個所数」/「実世界とディ























































































ェーン」及び「産業分野 ei と産業分野 ej 間多段階多階層バリューチェーン」のディジタル情
報化率である． 
なお，「多段階多階層バリューチェーンのディジタル情報化率」として，「当該産業分野内




 第二のネットワーク型産業知に関する品質尺度として，「産業分野 ei」と「産業分野 ej」の
連結・統合において「知の連結・統合のネットワーク基本モデルの適用率」を提案する． 
「産業分野 ei」と「産業分野 ej」の連結・統合とは，「産業分野 ei と産業分野 ej 間」の連
結・統合，及び「情報通信産業界 ei と産業界 ej 間」の連結・統合の二種類の連結・統合パタ
ーンを対象とする． 
なお，「産業分野 ei と産業分野 ej間，又は情報通信産業界 ei と産業界 ej 間の知の連結・統
合のネットワーク基本モデルの適用率」=「知の連結・統合のネットワーク基本モデルの実
施数」/「知の連結・統合のネットワーク基本モデルの対象総数」を例示する． 
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6.6 結言  
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